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研究が宮入（1994）である。それは 1991 年 6 月






















































状況にある。兵庫県の財政力指数は 2009 ～ 11 年
度平均 0.59（岩手県 0.29）で比較的高く、人口 1


















度を除いて 20％以下であり、税収は 09・10 年度




34％超に達していた。2010 年度の 2,276 億円に対
して、11 年度は 3,897 億円（28.8％）、12 年度は
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し、2011 年度に 4,198 億円（31.0％）、12 年度に




減している。2001 年度の 9,337 億円に対して、10
年度は 6,882 億円であった。しかし、大震災後の
2011 年度、12 年度は 1.25 兆円、1.11 兆円で著増
している。②投資的経費が大きく縮減しており、
2010 年度の 1,055 億円（15.3％）は 01 年度の 3,233
億円（34.6％）の 1/3 の水準である。これに対







2010 年度 209 億円（3.0％）、11 年度 2,963 億円
（23.7％）、12 年度 1,218 億円（11.0％）、補助費等
は 10 年度 1,277 億円（18.6％）、11 年度 1,940 億
円（15.5％）、12 年度 2,030 億円（18.3％）となっ
ている。
　その他の特徴として、地方債現在高の増加が
あげられる。2001 年度末で 1.33 兆円であったが、















年度 17.6％（47 団体平均 13.9％）、12 年度 18.6％
（同 13.7％）、将来負担比率は 11 年度 260.1％（同


































































国庫支出金 県債 その他 一般財源
2010 年度 13,427 8,337 2,376 2,714
2011 年度 798,980 488,402 3,306 118,551 188,721
2012 年度 458,279 164,344 7,246 187,368 99,322
2013 年度 533,329 159,143 7,158 296,588 70,440
累計額 1,804,015 820,226 20,086 602,507 361,197
（注）1． 2010 年度は 7号、8号の 2度、11 年度は 2号、3号、5～ 12 号の 10 度、12 年度は 1～ 3 号、5号、6号の 5度、13
年度は 1号、2号、4号の 3度の補正予算（震災対応分）を含んでいる。
　　　2． 2013 年度については 4号補正予算（12 月定例会）までを掲載している。
（出所）岩手県財政課資料より筆者作成。
（単位：百万円）
2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 合計 構成比
「安全」の確保
防災のまちづくり 350 59,909 80,820 205,256 346,335 19.2
交通ネットワーク 214 29,409 47,535 59,487 136,645 7.6
小計 564 89,319 128,355 264,743 482,981 26.8
「暮らし」の再
建
生活 9,626 123,726 41,188 28,928 203,468 11.3
雇用 7,113 22,452 21,433 50,998 2.8
保健・医療・福祉 64 7,163 6,770 12,399 26,396 1.5
教育文化 107 3,061 2,770 3,887 9,825 0.5
地域コミュニティ 2,587 1,411 1,311 5,309 0.3
市町村行政機能 73 4 77 0.0
小計 9,797 143,722 74,591 67,963 296,074 16.4
「なりわい」の
再生
水産業 195,371 39,622 79,936 314,930 17.5
農業 17,138 12,671 26,558 56,366 3.1
林業 10,388 3,176 6,451 20,015 1.1
商工業 82,358 94,337 81,555 258,250 14.3
観光 47 202 353 602 0.0
小計 305,302 150,008 194,853 650,163 36.0
その他 3,066 260,636 105,325 5,771 374,798 20.8
合計 13,427 798,980 458,279 533,329 1,804,015 100.0
うち放射能対策経費 1,872 7,702 10,792 20,366 1.1
（出所）岩手県財政課資料より筆者作成。
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興のための 2011 年度第 3次補正予算が成立する
11月 21日までの8ヶ月間に編成した補正予算（震































インデックス報告書（第 8回）」（2013 年度第 4回、








































　歳出を復興計画における 3原則 10 分野（詳細
は補論を参照）で整理すると、予算と大きく異な
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ることが明らかになる（表 5）。「『なりわい』の
再生」の比重が最大であることは変わりないが、












ベースで 2011 年度 91.1％、12 年度 96.0％である。
12 市町村の決算額のうち県支出金の比重は 2011
年度 27.0％（548.2 億円）、12 年度 12.0％（662.5
億円）を占めるが、そのうち「国庫財源を伴うもの」
の 11 年度 20.2％（410.7 億円）、12 年度 7.8％（427.8
億円）に対して、「県費のみのもの」は 11 年度 6.8％


























































































































































































































（注）1．上段は 2011 年度、下段は 12 年度である。
　　　2． 岩手県内市町村の震災対応分（決算）は 2011 年
度 187,303 百万円、12 年度 539,920 百万円である。
（出所）総務省「地方財政の状況」より筆者作成。
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表 5　岩手県の震災対応関連決算：復興計画・3原則 10 分野等の状況
（単位：百万円）
2011 年度 2012 年度
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ては、国から県に対する交付額から整理していく
（表 6）。2014 年 6 月の第 9 回交付までをみると、
県分は 1,130 億円であり、市町村分の 4,347 億円
を大きく下回る。県分は 2012 年 3 月の第 1回の
468 億円が最大であり、次いで 12 年 11 月の第 4







年度末現在高は 853 億円となったが、13・14 年









































第 1回（2012.3.2） 468.2 329.5 
第 2 回（2012.5.25） 52.6 745.9 
第 3 回（2012.8.25） 5.5 480.3 
第 4 回（2012.11.30） 452.6 1,500.8 
第 5 回（2013.3.8） 42.3 363.1 
第 6 回（2013.6.25） 1.5 182.3 
第 7 回（2013.11.29） 54.9 195.3 
第 8 回（2014.3.7） 25.9 462.2 
第 9 回（2014.6.24） 26.7 87.2 






取 崩 額 年度末現在高運 用 益 積 立 金 計
2011 2012 年 2 月条例施行 239 46,815,319 46,815,558 2,488,125 44,327,433
2012 44,327,433 29,166 55,307,713 55,336,879 14,405,720 85,258,592
2013 85,258,590 52,085 9,406,530 9,458,615 21,151,200 73,566,005
2014 73,566,005 36,363 36,363 43,442,863 30,159,505




















　県分 300 億円のうち 2013 年度末までに 157 億
円が活用されることになっている。したがって、












保育所の複合化・多機能化推進事業費補助 35 19 19
被災地地域農業復興総合支援事業 331 386 1,282 1,282
土地改良事業調査 24 25 20 20
中山間地域総合整備事業費 132 124 124 23 147
農用地災害復旧関連区画整理事業費 672 3,223 2,314 488 2,802
漁業集落防災機能強化事業費 6,403 2,777 6,801 6,801
漁港施設機能強化事業費 546 660 63 723






地域連携道路整備事業費 1,559 2,393 10,878 10,878
災害公営住宅整備事業費 2,912 10,455 19,719 562 20,281
住宅再建相談事業費 8 8
復興まちづくり推進事業 4 4
復興まちづくり推進事業（笑顔と希望） 4 4 4
津波危機管理対策緊急事業費 15 800 800
街路事業費 20 20
広域公園整備事業費 16 8 134 2 136
地域優良賃貸住宅整備事業 101 187 88 88
緊急地方道路整備事業 251
住宅再建促進事業 1 3
幼稚園等の複合化・多機能化推進事業費補助 67 8 83 83
遺跡調査事業費 27 38 75 75
基幹事業　合計 14,406 20,947 42,919 1,280 44,198
効果促進事業　合計 198 400 123 523










































それは 2012 年 9 月 30 日までは国が全額（10/10）
















































































































市町村交付分 210.0 億円 214.6 億円 424.6 億円









東日本大震災津波復興基金 22,766 8,694 198 14,270 なし
消費者行政活性化基金 34 65 31 2013 年度
再生可能エネルギー設備導入等推進基金 12,844 3,378 9,465 2015 年度
災害廃棄物基金 197 7,392 7,195 2013 年度
障害者自立支援対策臨時特例基金 593 2012 年度
介護サービス施設整備等臨時特例基金 4,534 1,661 2,873 2013 年度
子育て支援対策臨時特例基金 549 440 109 2013 年度
自殺対策緊急強化基金 206 153 53 2013 年度
地域医療再生等臨時特例基金 24,330 6,037 11 18,304 2015 年度
緊急雇用創出事業臨時特例基金 47,232 23,886 23,346 2017 年度
森林整備加速化・林業再生基金 2,949 2,113 16 852 2014 年度
いわての学び希望基金 5,425 432 531 4,993 なし
東日本大震災復興交付金基金 85,227 30,490 5,000 59,737 2015 年度
高等学校生徒等修学等支援基金 4,755 805 3 3,953 2014 年度
合計 210,979 85,546 12,985 137,955
（注）1．2013 年 11 月時点。     


















金をみると、2013 年度現在、13 基金 4.1 兆円で
ある。2008 年の第 2 次補正によって緊急雇用創




の後も、2012 年度まで毎回 6 千億円前後の予算
額が措置されている。次に、岩手県の復興関連基
金について整理すると、2012 年度末時点で 14 基







が 2013 年度については 11 月時点で 239 億円の取
崩しとなっており、県事業に 160 億円、市町村事
業に 79 億円が交付され、うち沿岸被災 12 市町村
に 44 億円が交付されることとなっている。災害
廃棄物基金は 2013 年度についてがれき処理のた
















































































2011 年度 9.4 億円、12 年度 5.1 億円である。また、
県税条例の規定にもとづく減免の減収額の補て
ん措置も同様に講じられ、2010 年度 0.7 億円、11
年度 8.6 億円、12 年度 1.2 億円である。県税以外
でも、条例の規定にもとづく使用料・手数料等の
減免に伴う減収の補てん措置も震災復興特別交付
税によって措置され、2011 年度 9.1 億円、12 年
度 1.4 億円となっている。2011・12 年度の 2ヵ年
の合計で補てん措置をみると、県税分は24.2億円、















































































































12 年度を中心に―」（日本地方財政学会第 22 回大会・
報告論文）。
桒田但馬（2014b）「大震災復旧・復興における自治体の










心に―」（『金沢大学経済論集』第 30 巻第 1号、金沢大学）。
武田公子（2013）「復興予算と自治体財政―陸前高田市の
事例を中心に―」（『復興』Vol.4 No.2、日本災害復興学会）。
復興 10 周年委員会（2005）『阪神・淡路大震災復興 10 年
総括検証・提言報告』兵庫県ホームページ。
宮入興一（1994）「災害対策と地方財政運営―雲仙火山災
害と県レベルの財政運営の対応―」（『経営と経済』第
74 巻第 3号、長崎大学）。
宮入興一（2006）「災害と地方行財政」（宮本憲一・遠藤宏
一編著『セミナー現代地方財政Ⅰ』勁草書房）。
宮入興一（2013a）「災害と地方財政」（重森曉・植田和弘
編『Basic 地方財政論』有斐閣）。
宮入興一（2013b）「復興財政政策と復興財源問題」（岡田
知弘他編『震災復興と自治体―「人間の復興」へのみち
―』自治体研究社）。

